
３ 川 監 公 第 ７ 号 

令和３年８月１９日 

川崎市職員措置請求について（公表） 

令和３年６月２１日付けをもって受理した標記の請求について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定に基づき監査を実施しましたので、請

求人に対する通知文を別紙のとおり公表します。 

川崎市監査委員  寺 岡 章 二     

同        植 村 京 子     



（別紙） 

３川監第４４７号 

令和３年８月１９日 

  金 屋 隼 斗 様 

川崎市監査委員  寺 岡 章 二    

同        植 村 京 子    

川崎市職員措置請求について（通知） 

令和３年６月２１日付けをもって受理した標記の請求について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定に基づき監査を実施しましたので、そ

の結果を次のとおり通知します。 
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監査の結果 

第１ 監査委員の除斥 

本件措置請求において、浅野文直監査委員及び山田晴彦監査委員については、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第１９９条の２の規定により除

斥とした。 

第２ 請求の受付 

 １ 請求の内容 

本件措置請求は、別紙１（事実証明書は添付省略）のとおり、市が秋田恵議員に対す

る違法な支出に充てられた政務活動費の返還請求権を行使することを怠っていること

から、これを行使するよう川崎市長に対し勧告することを求めている。 

 ２ 請求の受理 

本件措置請求は、所定の要件を具備しているものと認め、令和３年６月２１日付けで

これを受理し、監査対象局を議会局とした。 

第３ 監査の実施 

 １ 請求人の陳述 

監査の実施に当たり、法第２４２条第７項の規定に基づき、令和３年７月２８日、請

求人から陳述の聴取を行った。請求人の陳述の際、同条第８項の規定に基づき、議会局

の職員の立会いがあった。 

請求人が本件措置請求の要旨を補足した内容は、おおむね別紙２のとおりである。 

なお、別紙２には、陳述を同時に行った政務活動費に係る監査結果（令和３年８月１

９日付け３川監第４４９号）の内容を含む。 

 ２ 関係人調査

法第１９９条第８項の規定に基づき、令和３年７月３０日、本件措置請求に係る事実

関係の確認のため、関係人調査を行った。 

関係人調査の対象は、秋田恵議員とした。 

 ３ 監査対象事項

本件政務活動費の支出に関して、市長に違法又は不当に財産の管理を怠る事実があ

るかを監査対象とした。 
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第４ 監査の結果 

 １ 前提事実の確認等 

関係各資料の調査の結果、本件に関する前提事実は以下のとおりである。 

  (1) 政務活動費について 

ア 概要 

政務活動費は、法第１００条第１４項から第１６項までの規定を根拠とするもの

で、川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例（平成１３年川崎市条例第１１

号。以下「条例」という。）及び川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例施

行規則（平成１３年川崎市規則第１６号。以下「規則」という。）に基づき、会派及

び議員に対し、川崎市議会議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の

一部として交付される。市政に関する会派及び議員の調査研究その他の活動を充実

し、議会の審議能力の向上、議会の活性化に資することを目的としているものであ

り、川崎市議会が作成した「政務活動費の運用指針（以下「指針」という。）」によ

ると、その使途について市民に説明責任を負うことを認識して、適正に使用するこ

とが求められている。 

また、政務活動費の運用の基本的指針として、次の４点が挙げられている。 

(ｱ) 政務活動について 

普通地方公共団体の議会は、条例の制定及び改廃、予算の決定、重要な契約の

締結並びに財産の取得及び処分等について議決権を有する。 

さらには、近時の社会情勢の複雑化に伴い、多様化・高度化する地域住民の要

求に応えるための行政施策等に対する迅速かつ適切な審議が求められている。

こうした中、議会の構成員である議員ないし会派には、地方行政等に関する諸

制度、当該地方公共団体の抱える政治的、行政的諸課題、さらには諸外国の動向

等に対する広範な知識が必要とされ、これらについての不断の調査研究等の活

動が不可欠となっており、議員活動の活性化を図るため、要する経費の一部を

政務活動費として交付するものである。 

(ｲ) 実費弁償の原則 

政務活動費は、市政調査研究その他の活動のために、実際に要した費用に充当

する実費弁償を原則とする。 

(ｳ) 按分による支出 

会派及び議員による、「調査研究その他の活動」（政務活動）と、それ以外の

「政党活動」、「選挙活動」、「後援会活動」などが渾然一体となって行われ、調査

研究その他の活動に資する部分が明らかで無い場合は、全額を政務活動費によ

って支出することは不適当であり、他の活動の実績に応じて按分し支出する按

分の考え方を導入すべきものと考える。 
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(ｴ) 執行にあたっての原則 

政務活動費の使途については、指針によるほか、会派又は交付対象議員の自律

的な判断に委ねられているため、政務活動費が調査研究その他の活動に資する

ため必要な経費を賄うものであることを踏まえ、会派及び交付対象議員の責任

において適正な執行に努めることとする。 

政務活動費が公金であることから、使途内容についての透明性確保が求めら

れているため、会派又は交付対象議員において市民への説明責任を果たすとと

もに、支出伝票及び政務活動記録票における説明の充実等に努めることとする。 

イ 政務活動費の交付対象と充てることができる経費 

政務活動費の交付対象は、条例第３条では、会派及び当該会派の議員で、    

議員１人当たりにおいて①会派に対して月額４５０，０００円又は②会派・議員に

対して会派に月額５０，０００円、議員に月額４００，０００円のいずれかの選択

制として、所属議員数を乗じて得た額を会派に交付するとしている。 

政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例第１０条別表に、次のとお

り規定されている。 

経費の区分 
支出できる経費 

内容 種類 

１ 調査研究費 会派又は交付対象議員が市

の事務、地方行財政等に関し

て調査研究をするのに要する

経費 

会場借上料、委託料、講師謝

礼、食糧費、印刷製本費、消

耗品費、資料購入費、旅費、

バス等借上料、出席負担金等

２ 研修費 会派又は交付対象議員が研

修会を開催し、又は他の団体

等が開催する研修会に参加す

るのに要する経費 

会場借上料、委託料、講師謝

礼、食糧費、印刷製本費、消

耗品費、資料購入費、旅費、

出席負担金等 

３ 広報・広聴費 会派又は交付対象議員がそ

の活動若しくは市政について

市民に広報し、又は市民の要

望、意見等の聴取若しくは市

民相談を行うのに要する経費

会場借上料、印刷製本費、ホ

ームページ等製作費、食糧

費、送料、旅費等 

４ 要請・陳情活

動費 

会派又は交付対象議員が国

等に対する要請又は陳情の活

動を行うのに要する経費 

印刷製本費、旅費等 

５ 会議費 会派又は交付対象議員が各 会場借上料、委託料、食糧
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種会議を開催し、又は他の団

体等が開催する意見交換会等

各種会議に参加するのに要す

る経費 

費、印刷製本費、消耗品費、

資料購入費、旅費、出席負担

金等 

６ 資料費 会派又は交付対象議員がそ

の活動に必要とする資料を購

入し、若しくは利用し、又は

作成するのに要する経費 

印刷製本費、委託料、図書雑

誌購入費、新聞購読料、デー

タベース利用料等 

７ 人件費 会派又は交付対象議員がそ

の活動の補助者を雇用するの

に要する経費 

報酬・日当、交通費、社会保

険料等 

８ 事務費 会派又は交付対象議員がそ

の活動に係る事務を処理する

のに要する経費 

消耗品費、事務機器・備品等

賃借料、事務機器・備品等購

入費、電話料、送料等 

９ 事務所費 会派又は交付対象議員がそ

の活動に必要な事務所の設置

及び管理に要する経費 

事務所賃借料、維持管理費等

ウ 交付等の事務手続の流れ 

(ｱ) 交付申請手続（条例第５条第１項） 

政務活動費の交付を受けようとするときは、会派の代表者及び交付対象議員

は、年度当初に議長を経由して市長に申請する。 

(ｲ) 交付決定（条例第５条第２項） 

市長は、交付申請があったときは、その内容を審査し、交付の決定をしたとき

は、議長を経由して会派の代表者又は交付対象議員に通知する。 

(ｳ) 支出請求（規則第３条、第８条） 

会派の代表者及び交付対象議員は、毎月政務活動費の請求を行う。政務活動費

は毎月１０日に交付される。 

(ｴ) 政務活動費の活用、整理・調製（条例第９条、指針） 

政務活動費の交付を受けている会派は、政務活動費に関する経理を的確に処

理するため、所属議員の中から経理責任者１人を置かなければならない。また、

交付対象議員は、交付を受けた政務活動費の経理を的確に処理しなければなら

ない。政務活動費を活用する際には、支出伝票の作成、領収書等整理（支出伝票

に貼付等）、会計帳簿の記帳等を行う。また、四半期ごとに支出伝票、領収書等、

会計帳簿等の整理・調製を行う。 

(ｵ) 収支報告書等の提出（条例第１１条、指針） 
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会派の代表者及び交付対象議員は、交付翌年度の４月３０日までに、交付に係

る収入及び支出について議長に報告する。この場合、収支報告書のほか、支出伝

票一覧表（写し）、支出伝票（写し）、領収書等（写し）、政務活動記録票（写し）

等を提出する。議長は、これらの提出があったときは、速やかにその写しを市長

に提出する。 

(ｶ) 剰余金の返還（条例第１２条、規則第１１条） 

交付された政務活動費に剰余金が生じた場合、会派の代表者及び交付対象議

員は、市長の発行する納付書により、速やかに返還を行う。 

(ｷ) 議会局による点検・確認作業、閲覧準備等（指針） 

議会局は、会派の代表者又は交付対象議員から提出された収支報告書等を閲

覧に供するに当たり、記載・押印漏れ、添付書類の不備、費用弁償との重複、按

分率等の説明漏れ及び合計額等の確認などの形式的要件の確認を行うとともに、

個人情報のマスキングを行う。 

(ｸ) 収支報告書等の閲覧（条例第１５条、規則第１４条） 

議長は、交付翌年度の６月３０日から収支報告書等を一般の閲覧に供する。 

(ｹ) 関係帳簿の保管（規則第９条、指針） 

会派の経理責任者及び交付対象議員は、収支報告書、支出伝票一覧表、支出伝

票、領収書等、会計帳簿関係書類、事務所台帳等を収支報告書提出日の属する年

度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管する。 

  (2) 秋田恵議員（以下「秋田議員」という。）による支出について 

請求人が対象としている令和元年度の政務活動費の支出は、次のとおりである。 

ア 人件費として、令和２年３月３１日付けで合計６４０，０００円を支出した。

イ 調査研究費として、武中桂（以下「Ｘ氏」という。）に対し、令和元年７月３０

日付けで３５，０００円を支出した。

ウ 広報・広聴費として、Ｘ氏に対し、令和２年２月１０日付けで９０，１４６円、

同年３月３１日付けで２０，０００円の合計１１０，１４６円を支出した。

エ 研修費及び人件費として、研修同行者に対し、令和２年３月２３日付けで合計３

７，６００円を支出した。 

   オ 事務費として、令和２年２月１日付け、同年３月１７日付け、同年５月３１日付

けで合計１７１，６１２円を支出した。

   カ 事務所費として、令和元年１２月１４日付け、令和２年２月１８日付け、同年３

月１２日付けで合計３４８，８００円を支出した。

   キ 広報・広聴費として、合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏ（以下「Ａ社」という。）に

対し、合計１，１００，０００円を支出した。

ク 調査研究費として、Ａ社に対し、合計１，７０５，０００円を支出した。
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 ２ 監査委員の判断 

  (1) 政務活動費の性格について 

法第１００条第１４項では、「普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、

その議会の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、そ

の議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交付することができる」とし、

条例第２条では、「会派（所属議員が１人である場合を含む。以下同じ。）及び議員

は、政務活動費の交付が、市政に関する会派及び議員の調査研究その他の活動を充

実し、議会の活性化に資することを目的としていることを認識し、政務活動費を適

正に使用しなければならない」としている。 

これらの政務活動費に関して、「議員の調査研究活動は多岐にわたり、個々の経費

の支出がこれに必要かどうかについては議員の合理的判断に委ねられる部分がある」

（最高裁第三小法廷平成２２年３月２３日判決）とされ、政務活動費の執行につい

て「監査委員を含め区の執行機関が、実際に行われた政務調査活動の具体的な目的

や内容等に立ち入ってその使途制限適合性を審査することを予定していないと解さ

れる」（最高裁第一小法廷平成２１年１２月１７日判決）とされている。 

これらの判例の趣旨を踏まえると、政務調査費の後身である政務活動費は、関係

法令を遵守するとともに、政務活動費をどのように使用するかは、会派及び議員の

自主性が尊重されなければならない一方で、政務活動費が市の公金であることから、

使途内容について透明性の確保と説明責任が求められるといえる。 

  (2) 本件各支出の違法性について 

ア 人件費について 

請求人は、令和２年３月３１日付け６４万円の人件費の支出について、被雇用者

の業務には政務活動の補助以外のものが混合するとして按分すべきところ、按分し

ていないこと、時給ではなく日給としていること、勤務実態を公のものとする勤怠

表の添付がないこと、毎月支払うべき賃金を年１回の後払いとし、労働基準法に違

反していることなどから、当該支出は不適切である旨主張している。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果について 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

令和２年３月３１日付けで支出された６４万円の人件費は、雇用契約に基づ

く支出ではなく、業務委託契約に基づく支出で、業務委託契約書（秋田議員提出

資料別紙Ｅ）によると、業務内容は、政務活動書類の完成等の政務活動補助業務

とされ、契約期間は契約締結日である令和元年７月５日から令和２年３月３１

日まで、業務委託料及び支払方法は１００万円を上限とし、１日当たり１万円
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を契約期間終了日に支払うとされていた。 

上記業務委託契約の成果物として、秋田議員の支出伝票と領収書等支出に係

る証ひょう書類等を整えたファイルが関係人調査において提示された。 

秋田議員によると、上記人件費に関する勤怠表等は作成しておらず、勤務状況

については受託者とＳＮＳ上でやりとりし、受託者から業務を実施した旨の連

絡を受けた日付を支出伝票に記載し、１日当たり１万円で計算した金額の領収

書を作成してもらい、支出伝票に添付したとのことであった。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「人件費は、会派又は交付対象議員が、その活動の補助者を雇

用するのに要する経費であり、条例等では、政務活動費全体に占める人件費の

割合、雇用形態について規定しておらず、個々のケースの状況に鑑み、実態に即

し按分により政務活動費を充当しなければならない」としている。 

そこで検討するに、上記人件費については、業務委託契約に基づくもので、支

払いは契約期間終了日とされ、成果物として政務活動費に関する証ひょう書類

等を整えたファイルが関係人調査において提示されており、その事務の対価と

して、委託した個人に対する支払が不当とまでは認められない。 

また、業務受託者の業務内容が年度末に政務活動書類の完成等の政務活動補

助業務（ただし、履行に必要な関連業務並びに付随する業務を含むものとする）

とされていること等に鑑みれば、政務活動関連費に該当するものといえる。 

以上によれば、上記人件費の支出に関して、業務受託者の勤務実態を正確に把

握できる証拠がなく、政務活動費の支出として十分に説明責任が果たされてい

るとは言い難いものの、これを直ちに否定するだけの証拠も見当たらない。 

その他、本件支出が違法であると認めるに足りる証拠はなく、請求人の上記主

張は理由がない。 

イ 個人に支出した調査研究費について 

請求人は、令和元年７月３０日付け３万５０００円の調査研究費の支出について、

Ｘ氏に支出した際に徴した領収書に宛名が記載されていないこと、Ｘ氏は秋田議員

の友人であり、専門家ではなく、住所も遠方であることなどから、当該支出は私的

流用である旨主張している。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

 (ｱ) 調査結果 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

上記調査研究費の成果物として、秋田議員が議会で使用したディスプレイに

表示するスライドのデータ（秋田議員追加提出資料①）、支出を証する書面とし

て、支出伝票及び請求書、領収書（秋田議員追加提出資料⑧）が提出された。ま
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た、Ｘ氏は環境問題に関する論文を執筆していること、秋田議員が、令和元年第

３回川崎市議会定例会において、令和元年７月２日に森林環境譲与税に関する

一般質問を行っており、その際にディスプレイを使用していること、本件の領

収書の宛名が空欄であることを確認した。 

秋田議員によると、Ｘ氏について、以前から名前は知っていたものの、大学時

代等に交流はなく、令和元年第３回川崎市議会定例会における一般質問のため

の調査を行っていた際、環境社会学の専門家として、Ｘ氏を紹介されたもので、

信頼できる人として調査研究を依頼し、その金額は、秋田議員がＸ氏とＳＮＳ

上でやりとりして決まったとしている。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「調査研究費は、会派又は交付対象議員が市の事務、地方行財

政等に関して調査研究をするのに要する経費」としている。 

そこで検討するに、上記調査研究費については、領収書の宛先が空欄ではある

ものの、秋田議員から成果物が提出されており、たとえ、Ｘ氏が秋田議員の友人

であったとしても、そのこと故に支出が不適正とはいえず、その他、私的な経費

に充てられたと認められる証拠はない。 

なお、宛名のない領収書は、支払いを行った者を確認することができず、政務

活動費の支出に係る証拠資料としては適性を欠くものであるが、件名が「令和

元年第３回定例会分資料作成費」となっており、このことをもって、政務活動費

として支出されたことを否定することはできない。 

その他、本件支出が違法であると認めるに足りる証拠はなく、請求人の上記主

張は理由がない。 

ウ 個人に支出した広報・広聴費について 

請求人は、令和２年２月１０日付け９万１４６円、同年３月３１日付け２万円（合

計１１万１４６円）の広報・広聴費の支出について、秋田議員のホームページの更

新が２０１９（令和元）年５月から２０２０（令和２）年３月までの間一度しか更

新されていないこと、支出先であるＸ氏がホームページ作成や管理に関する専門家

ではなく、私的流用の疑いがあること、支払方法も管理を始めた２０１９（令和元）

年５月から１０か月後の２０２０（令和２）年１月３１日に一括して行われており、

ずさんなホームページ管理委託契約であることなどから、当該支出は不適切である

旨主張している。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

支出伝票（秋田議員追加提出資料⑧）によると、上記広報・広聴費については
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経費の１／３を按分して政務活動費を充てている。 

秋田議員によると、Ｘ氏に自身のホームページの管理を依頼しており、契約書

は作成されていないものの、Ｘ氏は、ホームページ作成及び管理の技術を習得

し、事業ホームページの作成や管理を行っていることから、技術力に問題はな

いこと、また、ホームページについては、秋田議員のＳＮＳと連動しており、随

時新しい情報に更新しているとのことであった。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「広報・広聴費は、会派又は交付対象議員がその活動若しくは

市政について市民に広報し、又は市民の要望、意見等の聴取若しくは市民相談

を行うのに要する経費」としている。 

そこで検討するに、秋田議員とＸ氏との間に、契約書等は作成されておらず、

具体的な契約内容が不明であるが、秋田議員のホームページが存在し、更新さ

れているか否かはさておき、この情報を維持管理する費用として一定額の支出

が必要であることは認められる。 

したがって、上記広報・広聴費の支出として、契約書等を作成しておらず、そ

の経緯について十分に説明責任を果たしているとは言い難いものの、これを直

ちに不適正とまで認めることは困難である。 

その他、本件支出が違法であると認めるに足りる証拠はなく、請求人の上記主

張は理由がない。 

エ 研修費及び人件費について 

請求人は、令和２年３月２３日付け３万７６００円の研修費及び人件費の支出に

ついて、愛知県で行われた「ＳＤＧｓフォーラム」の交流会に第三者が同行するこ

とに疑義があること、上記人件費が高額であること、同時期に東京都渋谷区におい

ても同様のフォーラムが開催されていることなどから、当該支出は観光目的の私的

流用と疑わざるを得ないものであり、不適切である旨主張している。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

支出伝票によると、令和２年３月２２日付けで交通費として２名分４万５２

００円、同月２３日付けで人件費として１万５０００円が支出されており、秋

田議員が出席した中部ＥＳＤ拠点「ＳＤＧｓフォーラム２０２０」は同年２月

２２日１３時３０分から１８時まで、中部大学名古屋キャンパスにおいて開催

され、同フォーラムでは、講演のほか、ＳＤＧｓに関する５０の事例が、８つの

会場において同じ時間帯に発表されている（秋田議員提出資料別紙Ｈ－１、Ｈ

－２）。 
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秋田議員によると、本フォーラムは、地域課題の解決を目指すものとして、１

年以上にわたり行われたＳＤＧｓに関する５０の事例を、複数の会場において

同時に並行して発表されるものであるから、同行者とともに、多くの情報を得

る必要があったとしている。東京都渋谷区で開催されたフォーラムとは内容が

異なり、人件費については往復の移動時間を含めた拘束時間を考慮したもので

あるとしている。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「研修費は、会派又は交付対象議員が研修会を開催し、又は他

の団体等が開催する研修会に参加するのに要する経費であり、他団体が主催す

る研修に参加する場合、旅費、出席負担金（参加負担金）、資料購入費が支出経

費の例として挙げられている。また、議員以外の参加者として、政務活動の補助

者は必要限度において支出可能」としている。 

そこで検討するに、本フォーラムでは、複数の事例の発表が同時に行われ、同

行者と別々に情報収集する必要があることは否定できないこと、また、拘束時

間を考慮して人件費を支出したことについては一定の合理性があることから、

上記支出が私的流用であるとは認められない。また、東京都渋谷区で開催され

たフォーラムとは内容が異なるということであり、その参加の要否については

議員の判断によるというべきである。 

その他、本件支出が違法であると認めるに足りる証拠はなく、請求人の上記主

張は理由がない。 

オ 事務費について 

請求人は、令和２年２月１日付け、同年３月１７日付け、同年５月３１日付け合

計１７万１６１２円の事務費の支出について、当該事務費で購入したパソコンは汎

用性が高く、政務活動以外に使うことが十分考えられるため、パソコン購入代には

按分が必要であり、購入したパソコンが最上位機種である必要性に疑義があること

などから、当該支出は不適切である旨主張している。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

上記事務費によって購入したパソコン及びラベルライターは、それぞれ秋田

議員の議会控室において使用されており（秋田議員提出資料別紙Ｉ）、それとは

別に、自費で購入したパソコン２台が自宅及び事務所において使用されていた

（秋田議員追加提出資料②）。 

支出伝票によると、パソコン購入に充てた政務活動費は１５万８０００円で

あり、購入額１７万４８００円から自己負担額１万６８００円を差し引いた額
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が充てられている。 

秋田議員によると、上記事務費で購入したパソコン及びラベルライターを議

員控室から持ち出して使用することはなく、メールアドレスも政務活動用と私

用は区分し、オンライン配信による議会・委員会傍聴に支障がないデータ容量

と通信速度、議場でのディスプレイ写真の解像度を勘案した資料作成を行うた

めに必要であったことから、家電量販店の専門販売員に相談の上、当該パソコ

ンを購入したとしている。 

(ｲ) 判断 

そこで検討するに、一般的にはパソコン及びラベルライターについては、使用

実態に応じて按分すべきものではあるが、本件においては、いずれも議員控室

において使用しており、秋田議員の自宅及び事務所には別のパソコンがあり、

メールアドレスも政務活動用と私用は区分しているとしており、私的に使用さ

れているという証拠もないことから、按分を要するとまでは認められない。 

また、政務活動用に購入した機種であるＬＡＶＩＥ ＮＳ７００／ＭＡＢは、

ＬＡＶＩＥ Ｎｏｔｅ Ｓｔａｎｄａｒｄのカテゴリー内では最上位機種では

あるが、使用目的に比して著しく過剰であるとまでは認められない。 

なお、パソコン購入に係る支出伝票について、本来４年で減価償却すべきとこ

ろ、誤って簿価総額から自己負担額を除いた全額を令和元年度に減価償却相当

額として計上していたが、簿価を超えた償却は行っておらず、損害は認められ

なかった。 

その他、本件支出が違法であると認めるに足りる証拠はなく、請求人の上記主

張は理由がない。 

カ 事務所費について 

請求人は、令和元年１２月１４日付け、令和２年２月１８日付け、同年３月１２

日付け合計３４万８８００円の事務所費の支出について、他の議員と比較して賃料

が高額であり、秋田議員の看板などが設置されておらず、政務活動事務所として認

識できないこと、当該事務所宛に配達証明付きの郵便物を送付しても返送されてお

り、市民からの郵便物を受け取らない事務所であるため、政務活動事務所としての

形態を備えていないことなどから、当該支出は不適切である旨主張している。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

秋田議員の事務所は幸区中幸町の３階建て建物内にあり、賃料月額１９万９

０００円で同建物の１階１部屋、２階１部屋の２部屋（計４３．６９㎡）を令和

元年１２月１５日から、川崎市議会議員事務所及び市民コミュニティとして借
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り受けている（秋田議員追加提出資料③）。 

このうち１階の１部屋は、元美容室であったものを居抜きで借り受けている

が、本件措置請求資料１２の写真で撮影された玄関は元美容院の玄関として使

用されていたもので、現在は閉じたままとなっており、事務所の出入り口とし

ては同建物の別の入口から入った内廊下の入口を使用しているとしている。 

同事務所の１階の部屋の内部は秋田議員のポスターのほか、机、いす、パソコ

ンなどが設置されており（秋田議員追加提出資料④）、同２階の部屋の内部はソ

ファーとローテーブルが設置されている（秋田議員追加提出資料④追加分）。 

支出伝票の備考欄の記載によれば、令和元年１２月１５日から令和２年３月

３１日までの間、１０８日中６９日を事務所として使用したとしている（秋田

議員追加提出資料⑤）。 

一般道路から上記事務所を見た際には、秋田議員の事務所であることを示す

表示はなく、ポスト、インターフォンにも何らの記載がなかった。 

秋田議員によると、事務所はＪＲ川崎駅、京急川崎駅に近いことから地価が高

く、賃料が高額となるとのことであり、他の物件も見たが、安全面などから同建

物を選定したとしている。 

また、賃貸費と初期費用を抑えるため、１階の部屋は元美容室であった物件を

居抜きで使用しており、同建物の外観に秋田議員の事務所として使用されてい

ることを示すものはないが、新型コロナウイルス感染症のまん延により、非接

触手段での対応が必要となる中、看板の設置を見送ったとしている。周辺の立

地状況、秋田議員の事務所を訪ねる相談者の意向等もあり、事務所１階の部屋

はカーテンを閉めたままで対応することがあるとしている。 

事務所宛の郵便物については、秋田議員によると、「請求人から郵送された郵

便物のうち、令和３年５月２１日に差し出されたものは、同年６月１０日に受

領した」としている。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「事務所費は、会派又は交付対象議員がその活動に必要な事務

所の設置及び管理に要する経費であり、賃借料を支出することができるのは事

務所としての形態を備えているものに限り、事務所としての実体は、使用実績・

看板・表札等の外形、常勤事務員の有無、備品の内容、賃借目的等諸般の事情を

総合的に考慮して判断する」としている。 

そこで検討するに、秋田議員の事務所が入った建物外側には、看板、ポストの

表札などがなく、外観上事務所としての形態を備えているとは認め難いものの、

同建物の別入口から入った１階の部屋の入口外側には、秋田議員のポスターが

貼られ、その１階の部屋内には、机、いす、コピー機、パソコンなどの備品が設
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置されており、常勤事務員はいないが、事務所として一定の形態を整えている

ことが認められる。 

他方、同建物の２階の部屋にはソファーとローテーブルが設置されているの

みで、建物内の廊下から見た入口付近にも事務所としての形態を整えているも

のはなく、この２階の賃借料に政務活動費を充てていることについての何らの

説明もなく、２階の賃借料は合理性を欠くと言わざるを得ない。 

したがって、本件事務所の支出のうち、少なくとも２階の部屋の賃借料を政務

活動費として支出することは不適法と言わざるを得ない。 

よって、市長は、秋田議員に支出した事務所費に係る政務活動費のうち、１／

２相当額である１７万４４００円の返還請求を行う必要があるといえる。 

キ 広報・広聴費について 

請求人は、合計１１０万円の広報・広聴費の支出について、支出先であるＡ社は、

そのホームページに占いに関する記載があるのみで、広報・広聴費とは関連性がな

い事業者であり、成果物のチラシを見た区民もおらず、秋田議員に提示を求めても

確認できないこと、１件の支出伝票で処理されるべきものを５件に分割して作成し

ていることなどから、当該支出は不適切である旨主張している。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

Ａ社は、履歴事項全部証明書によると、占いのほか、人材育成、企業戦略の立

案など１８の目的を掲げる法人である（秋田議員提出資料別紙Ａ）。 

Ａ社が作成した成果物は、電子データとして納品されているとして、それを印

刷した紙ファイル１冊（国会議員や市議会議員の国政・市政報告等を集約した

もの）が提示されたほか、秋田議員の市政報告４枚が提出された（秋田議員提出

資料別紙Ｄ－１～４）。 

秋田議員によると、Ａ社は、さまざまな分野のコンサルタント業務を行ってい

る法人で、一般には連絡先を公開しておらず、請求人の主張するホームページ

はＡ社のものではなく、かねてよりの占いブランドとしてのものであるとして

いる。 

秋田議員の市政報告の作成について、Ａ社では調査から作成までを一貫して

依頼できることから委託先として選定し、その理由として秋田議員が、「チーム

無所属」に所属していた際、難航していた情報の整理についてＡ社に調査を依

頼したところ、きちんとしたエビデンスを提示した上で報告があったため、有

益であると判断し、その後の調査や市政報告の作成を依頼するようになったと

している。 
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Ａ社に支出した金額については、作成前に秋田議員から額を提示し、Ａ社の合

意が得られたため決定したもので、請求書や見積書等は作成していないとして

いる。 

今回対象となった５件の支出伝票のうち、「相談費」２２万円として支出した

のは、市政報告の作成が初めてであるため、国会議員や他の市議会議員がどの

ような国政・市政報告を作成しているか調査依頼をしたもので、成果物として、

国政・市政報告等を集約した紙ファイル１冊が提示された。 

その他の項目である「原稿費」３３万円、「構成費」１６万５０００円、「デザ

イン費」２７万５０００円、「修正費」１１万円については、所属会派（チーム

無所属）が解散したこと、所属地域政党を離れることとなったことによる印刷

物のデザインの変更などにより、再作成が必要となったり、市のＳＤＧｓの取

組とひもづけるために修正をしたりしたことによるとしている。 

具体的には、当初作成した市政報告を「原稿費」とし、所属会派が解散したこ

とによる修正を「構成費」とし、所属地域政党を離れることとなったことによる

デザインの変更を「デザイン費」とし、市のＳＤＧｓの取組と連動させるための

修正を「修正費」としたとしている。表に示すと次のとおりである。 

支出伝票件名 金額（円） 関係人調査で確認した内容 

市政報告 相談費 220,000 他の議員の市政報告を集約したファイル 

市政報告 原稿費 330,000 市政報告№１の作成 

市政報告 構成費 165,000 市政報告№１から会派名を削除 

市政報告 デザイン費 275,000 市政報告№１に加筆 

市政報告 修正費 110,000 市のＳＤＧｓの取組と連動したものを加筆 

      全体として市政報告の作成費用が高額となったのは、白紙の状態から作成を

依頼したためで、印刷物によるポスティング等は個人情報保護の観点からの疑

問やペーパーレス化の実践への課題認識があったことから、印刷物ではなく、

ホームページのみに登載することとし、インターネットを利用できない方には

個別に印刷して渡しているため、印刷物は存在しないとしている（ただし、関

係人調査において、プリントアウトしたものが提示された。）。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「広報・広聴費は、会派又は交付対象議員がその活動若しくは

市政について市民に広報し、又は市民の要望、意見等の聴取若しくは市民相談

を行うのに要する経費」としている。 

そこで検討するに、秋田議員は、令和元年度に市政報告を作成するに当たり、

まず過去の国会議員や市議会議員の調査報告書の検討を行い、それを集約した

電子データに市政報告相談費として２２万円を支出し、その後、秋田議員の市
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政報告４種類を作成している。 

「相談費」については、成果物が提示されており、直ちに不適切とはいえない。 

しかしながら、上記４種類の市政報告の内容は、最初に作成した市政報告（秋

田議員提出資料別紙Ｄ－１）をベースとして、会派の名称を削除し、縦書き２段

を横書き２段への組替えしたもの（同Ｄ－２）、議会質問等を加筆したもの（同

Ｄ－３）、Ａ４判Ｓ型をＡ４判Ｅ型へ組替えし、ＳＤＧｓの絵や評価を加筆した

もの（同Ｄ－４）であるが、その内容に大きな変更や加筆はなく、相当部分が重

複したものとなっている。 

以上によれば、上記４種類の市政報告は、いずれも相当部分が重複している

上、支出伝票上の件名に記載された項目と実際の内容に相違があること、成果

物が電子データに加筆修正されただけであること等を考慮すると、最初の「原

稿費」を除く、「構成費」、「デザイン費」、「修正費」とされた合計５５万円の１

／２については、社会通念上、過大であると言わざるを得ない。 

したがって、市長は秋田議員に支出した広報・広聴費に係る政務活動費のう

ち、市政報告構成費、市政報告デザイン費及び市政報告修正費に充てられた額

の１／２相当額である２７万５０００円の返還請求を行う必要があるといえる。 

ク 調査研究費について 

請求人は、合計１７０万５０００円の調査研究費の支出について、その支出先で

あるＡ社は、そのホームページに占いに関する記載があるのみで、調査研究費とは

関連性がない事業者であること、緊急対応などとして高額な支出を行っていること、

支出の透明性を高めるために必要である政務活動記録票を支出伝票に添付してい

ないこと、調査を依頼した内容が議会で質問されていないことなどから、当該支出

は、他目的での私的流用と疑わざるを得ないものであり、不適切である旨主張して

いる。 

以下、本件支出が違法といえるかについて検討する。 

(ｱ) 調査結果 

関係人の提出資料及び調査によって認められた事実は以下のとおりである。 

Ａ社は、前記のとおり、１８の目的を掲げる法人である（秋田議員提出資料別

紙Ａ）。 

調査研究に関し、秋田議員は、Ａ社とコンサルティング契約を締結しており、

報酬については、依頼１件当たり１００万円以内で５万円単位と定められてい

る（秋田議員提出資料別紙Ｂ－２）。 

上記成果物として、関係人調査時に官公庁のホームページ等に登載されてい

る資料をまとめたものが提示されたほか、校庭開放に関する調査報告書などが

提出された（秋田議員追加提出資料⑥）。 
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これらの概要は次のとおりである。 

支出伝票件名 金額（円） 関係人調査で確認した内容

校庭開放に関する調査報告

書 

220,000 令和元年１１月２０日から 

同年１２月９日まで 

子供のサッカーゴール事故

例に関する調査報告書 

220,000 令和元年１１月２０日から 

同年１２月９日まで 

被災世帯への支援に関する

調査報告書 

385,000

(緊急対応)

令和元年１２月７日から 

同月１１日まで 

避難行動に関する調査報告

書 

330,000 令和元年１１月２０日から 

同年１２月９日まで 

台風１９号に関する調査報

告書 

220,000 令和元年１０月１２日から 

同月２０日まで 

文化芸術の活動及びまちづ

くりに関する調査報告書 

330,000 令和２年２月２０日から 

同年３月１０日まで 

      なお、令和元年第５回川崎市議会定例会における、チーム無所属の代表質疑

において、台風１９号の検証等に関する質問が行われている。Ａ社が作成した

調査に係る成果物として、上記調査報告書の名目ごとに官公庁等がホームペー

ジに登載している資料等を印刷した紙ファイル６冊が提示された。 

秋田議員によると、所属会派（チーム無所属）の解散、所属地域政党からも離

れることにより、一人で全ての業務を行うことを要するなど、限られた時間の

中で同時に複数の質問を立てる必要があったため、前記キの市政報告の作成依

頼のほか、Ａ社に継続して複数の調査依頼を行ったとしている。 

秋田議員によると、令和元年１２月９日に当局から補正予算に関する議案内

容の説明を受け、代表質疑を担当するよう命じられたが、原稿提出が同月１１

日と短期間であり、一般質問において、議長宛て提出するディスプレイ使用申

出書等の期限日と重なっていたため、納期を変更し緊急対応を含む調査を依頼

し、金額についてはＡ社と事前に相談の上、決定したとしている。 

また、Ａ社に社員はおらず、一人で業務を行っており、緊急対応については睡

眠時間を削りながら、期限に間に合わせてもらったとしている。 

(ｲ) 判断 

指針によると、「調査研究費は、会派又は交付対象議員が市の事務、地方行財

政等に関して調査研究をするのに要する経費」としている。 

そこで検討するに、秋田議員は、上記各調査研究を行う際、Ａ社に調査報告書

の提出を依頼し、事前に額を提示することで、Ａ社と合意した金額を決定し、短

いものでは数日で調査研究結果を電子データで取得できたとしており、各調査
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報告の名目ごとに電子データを印刷した紙ファイルを提示している。 

      このような複数の調査報告書の作成を同時期に依頼することや事前に見積書

等もなく金額が決められた経緯にやや不自然な点は認められるものの、その調

査報告ごとに成果物が提示されており、その金額が著しく高額であるとまで認

めることは困難である。 

      また、請求人は、秋田議員の調査報告書の内容も問題とするが、調査研究の

結果が、議会又は委員会における質問等において明確にあらわれていなくても、

そのことは必ずしも市政に生かされていないことを意味するとはいえないもの

と解される。 

      なお、政務活動記録票は公開された収支報告書と支出伝票には添付されてい

ないが、このことをもって、直ちに不適正であるとは認められない。 

      その他、本件支出が違法であると認めるに足りる証拠はなく、請求人の上記

主張は理由がない。 

  (3) 結論 

以上のとおり、本件措置請求は、前記（２）カ及びキについては、本件各支出が

違法であるとの請求人の主張には理由がある。 

その余のものについては、請求人の主張に理由がないため、これを棄却する。 

 ３ 勧告 

   以上の結果に基づき、本件措置請求における請求人の主張には一部理由があると認

められ、法第２４２条第５項の規定により、市長に対し、以下のとおり勧告する。 

  (1) 措置すべき事項 

令和元年度に交付した政務活動費のうち、前記２（２）カ及びキについて、市長

は政務活動費の支出について妥当性を検証し、政務活動費を充てるべきではない経

費であったと認められた場合には、秋田議員に対して期限を定めて返還を求めるな

ど、必要な措置を講じられたい。 

  (2) 措置期限 

上記の措置を講じた上、令和３年１１月３０日までにその旨を監査委員宛て通知

されたい。 

 ４ 意見 

監査結果は以上のとおりであるが、今回の監査を通じて、監査委員としての意見を

述べる。 

   政務活動費は、市政に関する会派及び議員の調査研究その他の活動を充実し、議会

の審議能力の向上、議会の活性化に資することを目的としているものであり、会派及
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び議員は、その使途について市民に説明責任を負うことを認識して、適正に使用する

ことが求められている。 

   今回の監査において、議会局に提出された収支報告書を確認したが、支出伝票に添

付された領収書及びその他証拠書類等から支出の詳細が確認できない事例もあった。 

   具体的には、見積書などの書面を徴取せずに、ＳＮＳを利用して金額の決定を行い、

その過程が分からないもの、契約書等を作成していないため契約内容が不明確なもの、

業務の実施や完了報告がＳＮＳによってのみ行われているもの、請求書が確認できな

いものが見受けられた。 

   政務活動費については、個々の支出の金額や支出先、活動の目的、内容等全てを詳

細に報告することまで求められていないが、一方、仙台地裁平成２９年１月３１日判

決では、政務調査費について「政務調査費の支出が本件使途基準に合致するか否かに

ついて、支出の過程に関与していない原告の側でその詳細を明らかにすることはしば

しば困難を伴うと言わざるを得ない。他方で、自ら政務調査費を支出した被告らの側

においては、法、本件条例及び本件規則を遵守して政務調査費を支出しているとされ

る以上、支出が本件使途基準に合致することについて合理的な説明をすることが期待

できるといえる」とされており、その適正な執行が求められる。 

   指針においては、支出を証明する書類として、見積書、契約書等を必要としていな

いが、一般的に契約行為、例えば印刷物の作成においては、見積書の徴取、発注、履

行、履行確認、支払請求、支払、受領書の発行という流れが商慣行となっており、政

務活動費においても、こうした商慣行に倣って進めることが、透明性の確保、市民へ

の説明責任を果たすことにつながるものと考える。また、ホームページの管理など、

一定期間役務の提供を受けるものについては、金額や業務内容など必要事項を記載し

た契約書を作成することが望ましいと考える。 

会派及び議員においては、引き続き政務活動費が公金であることを意識し、使途内容

についての透明性を確保し、市民への説明責任を果たすことができるよう、支出伝票及

び政務活動記録票における説明の充実等を望むものである。 



川崎市職員措置請求書 

川崎市監査委員殿 

令和３年６月２１日 

請求人                   

【住所】 (省略)              

【職業】 (省略)              

【氏名】  金屋 隼斗             

第１ 請求の要旨 

秋田恵（あきた めぐみ）に対し政務活動費４，０６２，３５２円の返還請求権を行

使することを怠っていることから、これを行使するよう川崎市長に対し勧告すること

を求める。 

第２ 請求の原因 

１ 対象となる財務会計行為 

① 秋田恵（あきためぐみ）は令和元年度、人件費として、令和２年３月３１日付で合計

金額６４０，０００円を政務活動費から支出した（資料１） 

② 秋田恵（あきためぐみ）は令和元年度、調査研究費として、武中桂に対し、令和元年

７月３０日付で３５，０００円を政務活動費から支出した（資料２） 

③ 秋田恵（あきためぐみ）は令和元年度、広報・広聴費として、武中桂に対し、令和２

年２月１０日付で９０，１４６円、令和２年３月３１日付で２０，０００円の合計金額

１１０，１４６円を政務活動費から支出した（資料３） 

④ 秋田恵（あきためぐみ）は令和元年度、研修費および人件費として、研修同行者に対

し、令和２年３月２３日付で合計金額３７，６００円を政務活動費から支出した（資料

４） 

⑤ 秋田恵（あきためぐみ〉は令和元年度、事務費として、令和２年２月１日付、３月１

７日付、５月３１日付で合計金額１７１，６１２円を政務活動費から支出した（資料５） 

⑥ 秋田恵（あきためぐみ）は令和元年度、事務所費として、令和元年１２月１４日付、

令和２年２月１８日付、３月１２日付で合計金額３４８，８００円を政務活動費から支

出した（資料６） 

⑦ 秋田恵（あきためぐみ）は令和元年度、広報・広聴費として、合同会社Ｍｏｒｉ Ｌ

ａｂｏに対し合計金額１，１００，０００円を政務活動費から支出した（資料７） 

⑧ 秋田恵（あきためぐみ）は令和元年度、調査研究費として、合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａ

ｂｏに対し合計金額１，７０５，０００円を政務活動費から支出した（資料８） 

２ 財務会計行為の違法性 

（１）序論 

川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例において、会派および議員の責務と

して「議会の活性化に資することを目的としていることを認識し、政務活動費を適正に

別紙１ 



使用しなければならない」とされている。 

政務活動費の運用指針において、執行にあたっての原則では「政務活動費が公金であ

ることから、使途内容等についての透明性確保が求められているため、会派および交付

対象議員において市民への説明責任を果たすとともに、支出伝票および活動記録票に

おける説明の充実等に努めること」とされている。 

政務活動費は、「地方自治法」の規定により制定された「川崎市議会の政務活動費の

交付等に関する条例」に基づき、会派および議員に対し議員の調査研究その他の活動に

資するため必要な経費の一部として、交付されるものであり、政務活動費の元手は住民

の税金である以上、使用には高い透明性と適正さが求められる。 

（２）違法かつ不当である理由 

①秋田議員の人件費について 

Ａ．秋田議員を除く他の議員の人件費は、政務活動の補助以外の業務も混合するとして

按分しているが、秋田議員は按分していない。（図１） 

Ｂ．秋田議員を除く他の議員の人件費は、時給単位で細かく支払っているが、秋田議員

は日給１万円を人件費として政務活動費から捻出している。（図１） 

Ｃ．秋田議員を除く他の議員の人件費は、勤務実態を公のものとするため、勤怠表を添

付しているが、秋田議員は勤務実態を公のものとする勤怠表の添付がない。（図１） 

Ｄ．秋田議員を除く他の議員の人件費は、被雇用者へ毎月きちんと支払われており労働

基準法を尊守しているが、秋田議員は年１回の後払いのため労働基準法に違反して

いる。 

秋田議員の被雇用者は、２０１９年７月８日～２０２０年３月３１日の期間勤務し

ているが、給料は初勤務から約９ヶ月後の２０２０年３月３１日に６４万円（資料１）

を一括で支払われているため、被雇用者は約９ヶ月間給料が支払われていなかったこ

とになる。 

他の議員と秋田議員の人件費の比較 

 他の議員 秋田議員 

人件費 時給単位 日給１万円 

按分 している していない 

勤怠表 添付あり 添付なし 

支払日 毎月 年１回一括 

図１ 

川崎市の政務活動費の運用指針では、常用雇用とアルバイト雇用については規定し

ていないが、「労働基準法を尊守しなければならない」と記載されている。 

労働基準法（第２４条第２項本文）では、『賃金は毎月１回以上、一定の期日を定め

て支払わなければならない』とされているため、秋田議員と被雇用者との雇用契約は労



働基準法に違反しており、３０万円以下の罰金（第１２０条）に科せられる可能性があ

る。 

労働基準法（第１５条）の『労働条件の明示』では、賃金の締切・支払いの時期に関

する事項を明示することになっているが、支払い実態を見る限りこちらも尊守されて

いない。 

また、ハローワーク川崎の●●●●●●氏に確認したところ、変動勤務の場合でも１

ヶ月で８７時間勤務を超えていれば雇用保険の加入義務が生じるとのことである。 

令和元年度の支出伝票（資料１）によると２０２０年１月の被雇用者の勤務日は月１

５日間の勤務実態が明記されており、日給１万円においては１日８時間勤務が推測さ

れるので、２０２０年１月は１２０時間の勤務となるため、雇用保険加入が必要である

と考えられる。 

そのため、秋田議員の被雇用者が雇用保険に未加入であった場合は、こちらも労働基

準法に違反している可能性がある。 

また、政務活動費の運用指針において、議員が保管する事になっている被雇用者の職

員雇用履歴台帳、源泉徴収票、賃金台帳、出金伝票、社会保険関係書類の提示を内容証

明書（資料９）で求めましたが、秋田議員は提示を拒否される。 

２０１９年度の秋田議員の政務活動を調べたところ、ホームページは１度しか更新

されていない、政務活動に関する調査や研究等は占い師または友人に丸投げ、チラシ等

の作成配布は一度もされていない、政務活動事務所には看板等が一切なく実体不明の

ため、秋田議員に被雇用者が必要で、被雇用者が政務活動の補助のみを行なっていると

は考えられない。 

以上のことから、秋田議員と被雇用者との雇用関係は、政務活動費の運用指針および

労働基準法から逸材しており、日給１万円で勤怠表の添付や按分をしない不透明な会

計処理であり、初勤務から約９ヶ月におよぶ期間も給料が支払わられておらず、労働基

準法を順守しない一般社会ではありえないような雇用契約といえる。 

税金が元手である政務活動費の使用には高い透明性と適正さが求められますが、秋

田議員は労働基準法に違反している不適切な雇用契約をしているため、人件費は不当

である。 

よって、秋田議員の人件費は政務活動費の支出として不適切なため、返還を求める。 

②個人である友人に支出する調査研究費について 

秋田議員は、令和元年７月３０日に一般質問の際に使用する資料を、秋田議員と同じ大

学の同じ学部を同時期に卒業した友人の武中桂氏に依頼するが、調査研究費から作成費

として支出した３５，０００円（資料２）の領収書には宛名が記載されていない。 

また、支出先の武中桂氏は秋田議員の友人で、今回の支出と関連性が少ない職業をされ

ており、専門家でない遠方（兵庫県在中）の友人である個人に対して、川崎市に関する資



料作成を委託し政務活動費から支出することは私的流用であり不当である。 

政務活動費は、私人としての活動経費は支出不可となっているため、返還を求める。 

③個人である友人に支出する広報・広聴費について 

秋田議員は、当選前に作成した「秋田めぐみと川崎の魅力を伝える会」（神奈川県政治

団体名簿に登録）政治団体のホームページの管理費として２０１９年５月～２０２０年

３月まで毎月１万円（３万円の１／３按分）を政務活動費の広報・広聴費として武中桂氏

に支出している。 

しかし、こちらのホームページは２０１９年５月～２０２０年３月の間は１度しか更

新されておらず、議会発言は準備中（資料１０）であり、政務活動及び市政に関する内容

はない。 

※２０２０年８月より議会発言を更新して市政情報を新たに追加 

また、ホームページ管理費の支出先は、会社ではなく秋田議員の友人である武中桂氏個

人ですが、経歴や職業を見る限りホームページ作成や管理に関する専門家ではないため、

私的流用の疑いがある。支出に関しても２０１９年５月から管理していることになって

いるため、１０カ月後の２０２０年１月３１日（資料３）にまとめて一括で支出するなど、

一般社会ではありえないずさんなホームページ管理の委託契約を交わしていると考えら

れる。 

よって、政務活動費の支出として不適切なため、返還を求める。 

④理解しがたい研修費および人件費について 

秋田議員は、２０２０年２月２２日に愛知県で行なわれた『ＳＤＧＳフォーラム』の交

流会に同行者をつけ、同行者の交通費２２，６００円及び人件費１５，０００円の合計金

額３７，６００円を政務活動費から支出（資料４）している。 

政務活動費の運用指針において、研修費の議員以外の参加者については、「政務活動の

補助者は必要限度において支出可能」となっているが、補助者が必要であると限られた場

合は支出可能のため、この交流会においては第三者が同行する必要性に疑義がある。 

なぜなら、例え、秋田議員に一人で講義を聞いて理解する能力がない場合であっても、

講義内容をヴォイスレコーダーで録音して、後日補助者に聞いてもらえばよいだけであ

る。 

この交流会のプログラムを見ると開催時間は、１３時半～１８時（途中休憩３０分）で

開催されているため、４時間の交流会である。 

秋田議員は、人件費１５，０００円を補助者に支出しているが、時給換算すると時給３，

７５０円となるため非常に高額であり、人件費１５，０００円とした根拠も不透明である。 

また、同時期に関東ＥＳＤにおいても東京都渋谷区で『ＳＤＧＳフォーラム』が開催さ

れているため、同行者を引き連れて愛知県まで行くのは観光目的の私的流用と疑いざる



を得ない。 

よって、政務活動費の支出として不適切なため、返還を求める。 

⑤汎用性が高い事務費について 

秋田議員以外のパソコン購入代を調べると政務活動以外の使途も予測して１／２～１

／３の按分がされているが、秋田議員は按分をされていない。 

そして、デスクトップでないノートパソコンまたはラベルライターは控室用として、政

務活動費から全額支出しているが、両方とも持ち運び可能で政務活動以外に使うことが

十分考えられるため、政務活動以外では使わない明確な区分が不能の場合は按分が必要

である。 

また、秋田議員が政務活動費で購入したノートパソコン（ＮＳ７００ＭＡＢ）は、ブル

ーレイ搭載の１ＴＢのＨＤＤ搭載の２０１９年春モデルの最上位機種（資料１１）で、Ｌ

ＡＶＩＥＮＯＴＥ全５機種のうち、ＢＤＸＬ対応・フルＨＤ対応はこの機種のみであり、

政務活動のみで使用するのに最上位機種の必要性に疑義がある。 

よって、政務活動費の支出として按分が必要であるため、ノートパソコン及びラベルラ

イターの支出合計１７１，６１２円の５０％按分である８５，８０６円の返還を求める。 

⑥高額すぎる実態不明の事務所費について 

平成２２年５月２８日、川崎市議会議員に対する政務調査費（現:政務活動費）に関す

る住民監査請求では、当時監査委員の松川欣起氏及び奥宮京子氏は「政務調査費（現：政

務活動費）が公金から交付されていることを踏まえると、最小の経費で最大の効果を挙げ

る（地方自治法第２条１４項）という趣旨が、一層考慮されることを望むものである」と

意見されている。 

しかし、秋田議員が政務活動費から支出している事務所費は、他の議員の事務所費と比

較をすると２～４倍の高額賃料（図２）であるため、最大な経費を費やした事務所である。 

各議員の事務所費を比較 

議員名 月額事務所費 

秋田めぐみ １９９，０００ 

松川正二郎 ８８，０００ 

青木のりお ８７，０００ 

石田康博 ８６，４００ 

山田瑛理 ８６，４００ 

浅野文直 ８０，０００ 

斎藤しんじ ７０，０００ 

末永直 ７０，０００ 



本間賢次郎 ８５，０００ 

野田雅之 ６８，０００ 

吉沢なおみ ６０，０００ 

月本たくや ５３，０００ 

橋本まさる ５０，０００ 

浦田大輔 ５０，０００ 

全議員、上記の事務所費より５０％按分で支出 

図２ 

秋田議員の事務所費 

令和元年１２月１４日 ４９，９１５ 

令和元年１２月１４日 ９９，５００ 

令和２年 ２月１８日 ９９，６６５ 

令和２年 ２月１２日 ９９，７２０ 

合計金額 ３４８，８００ 

図３ 

また、川崎市議会の政務活動費の運用指針において、事務所賃貸料は、『事務所として

の形態を備えているものに限る。事務所としての実体については、使用実績・看板・表札

等の外形、常勤事務員の有無、備品の内容、賃借目的等諸般の事情を総合的に考慮して判

断する。』と定められている。 

そのため、政務活動費から事務所費として支出できる事務所の形態は、市民が外観等を

見て政務活動事務所としてわかる事務所であることが前提である。 

秋田議員の政務活動事務所は入居から１年半以上も経過しているのに、外観および郵

便ポストに何一つとして事務所であるとわかる表札及び看板等がないどころか、事務所

入り口および側面には、『ＣＩＦＥＲ』と大きく書かれた看板があり、全くもって市民の

誰もが政務活動事務所であると認識ができない。（資料１２） 

秋田議員が政務活動の事務所とされている住所（川崎市幸区中幸町４－９－５ １０

１）へ定例会議または委員会が開催されていない期間である２０２１年５月２１日～３

０日の９日間に配達証明付きの郵便物を送付するが、市民からの郵便物を受け取らない

（資料１３）事務所であるため、政務活動の事務所としての形態を備えていない。 

そして、秋田議員の政務活動事務所の外観は、パルテノン神殿のような外観で、外から

は中が見えないように大きな紫色のカーテンとパーテーションで目隠しをしており、床

は大理石のため、見た目は政務活動事務所というよりも『占いの館』もしくは『美容室』

である。 

また、自身の政務活動費からホームページ管理費を支出しているホームページにおい

ても、政務活動事務所の所在地を記載せず、この事務所から徒歩１０分程の川崎市議会に



は秋田議員専用の控室があり、そこに常備されているパソコンやラベルライターは政務

活動費から支出されているため、市民に所在地を明かさない高額な事務所の存在価値が

不明である。 

※議員控室において被雇用者の出入りや政務活動は可能とのこと（議会事務局より） 

政務活動費の運用指針によれば、事務所としての形態を備えていない場合は事務所賃

貸料を政務活動費から支出することは認められないと定めているため、令和元年１２月

分～令和２年３月分の事務所賃料の合計金額３４８，８００円（図３）の返還を求める。 

⑦占い師に支出した広報・広聴費について 

秋田議員が政務活動費の広報・広聴費から多額の支出をしている合同会社Ｍｏｒｉ 

Ｌａｂｏ（https://www.morihidehiko.com）は、２０１９年１０月３日（資料１４）に合

同会社として法人番号が指定されたばかりの事業者である。 

しかしながら、秋田議員は設立直後の合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏに対して２，８５０，

０００円という多額の政務活動費をたった数ヵ月で支出している。 

不審に感じ２０２０年７月３日に合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏの請求書記載の所在地

に訪問したところ、所在地には合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏとわかる表札及び看板等（資

料１５）は一つもない。 

また、合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏのホームページを確認したところ、占いに関するこ

としか記載（資料１６）されておらず、料金設定は『対面セッション占い１時間６万円』

『電話セッション占い１０分１万円』『メールセッション占い５分５千円』（資料１７）の

３つの高額な占い料金のみしか記載されていない。 

そして、合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏへの支出伝票は全部で１１枚（図４）あるが、全

てが占い設定金額と同じ５千円単位であり、ホームページは企業にとって顔であるが、そ

こに占い料金以外の金額や項目は何一つないとなれば、占いに使ったと考えるのが妥当

である。 

秋田議員が占い師へ支払った項目と金額 

実施年月日 調査研究費 

２０１９.１０/２５ 台風１９号に関する調査研究費 ２２万円 

２０１９.１２/１０ 校庭開放に関する調査研究費 ２２万円 

２０１９.１２/１６ 被災世帯への支援に関する調査研究費 ３８.５万円 

２０１９.１２/２０ サッカーゴール事故例に関する調査研究費 ２２万円 

２０１９.１２/２２ 避難行動に関する調査研究費 ３３万円 

２０２０.３/１１ 文化芸術の活動及び街作りに関する調査研

究費 

３３万円 

実施年月日 広報・広聴費 



２０１９.１１/２１ 市政報告 相談費 ２２万円 

２０１９.１２/１３ 市政報告 原稿費 ３３万円 

２０１９.１２/２５ 市政報告 構成費 １６.５万円 

２０２０.１/１０ 市政報告 デザイン費 ２７.５万円 

２０２０.１/１５ 市政報告 修正費 １１万円 

合計金額 ２８０万５千円 

図４ 

さらに、事業者代表の肩書は占い師、パーソナルコンサルタント（心の悩み相談に使

われる用語）と書かれており、「４０代で人の未来や現状を話しするだけで把握できる

というスキルの特異性に気づき、そこから全ての人をより良い未来へ進み、幸せになっ

て欲しいと思い、占いとコンサルタントを行なうことを決意する。」と自己紹介文が記

載されているため、秋田議員が数多く支出した調査研究費および広報・広聴費とは関連

性が無い事業者である。 

広報・広聴費として１，１００，０００円を合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏへ支出して

いるが、通常の印刷事業者であれば１つの支出伝票に入れる項目（市政報告相談費、原

稿費、構成費、デザイン費、修正費）であるのに、５つの支出伝票に分けていることも

不可解である。 

そして、市政報告相談費として２２０，０００円（資料１８）を支出しているが、ア

ドバイスをもらっただけで大卒初任給の平均月給２１０，２００円（令和元年度）を上

回る高額料金を税金が元手の政務活動費から支出することは道理的に考えても理解で

きない。 

政務活動費の運用指針において、広報・広聴費は「会派又は交付対象議員がその活動

もしくは市政について市民に広報し、又は市民の要望、意見等の聴取もしくは市民相談

を行なうのに要する経費」と記載されており、「委託先の選定理由および委託内容を明

確にした上で、契約を締結し、成果物は会派または議員において保管」とされている。 

そのため、相談費、原稿費、構成費、デザイン費、修正費があるのに印刷費の項目が

ないことや、成果物のチラシを見た人がいない（複数の幸区民に確認）ことも不可解に

感じたため、秋田議員へ２０２０年７月３１日にメール（資料１９）、２０２１年５月

２１日に内容証明書（資料９）にて、いずれも成果物であるチラシなどの印刷物の提示

を求めるが拒否される。 

よって、合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏに支払った広報・広聴費の成果物は存在せず、

政務活動費の支出として不適切なため、返還を求める。 

⑧占い師に支出した調査研究費について 

秋田議員は合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏへ５つの調査研究費を支出しており、最初に

２０１９年１０月に『台風に関する調査研究費』を支出しているが、合同会社Ｍｏｒｉ 

Ｌａｂｏは同月の２０１９年１０月に合同会社として法人番号が指定された事業者であ



るため、実績のない事業者である。 

合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏのホームページでは、占いに関する料金設定しかないた

め、調査研究とは関連性が無い事業者ですが、２０１９年１２月１０日～２２日（図４）

のたった１３日間で４つの調査を依頼するなど、本当に調査や研究がされたのか疑義が

ある。 

また、２０１９年１２月に『被災世帯への支援に関する調査研究費』を支出しているが、

備考欄に「代表質疑の日時が直近のため緊急対応」と記載あり、緊急で対応しただけで１

００，０００円（資料２０）と高額な報酬を支出するなど理解できない請求書の内訳であ

る。 

秋田議員は６つの調査研究費を高額で支出しているのにも関わらず、支出の透明性を

高めるために必要とされている『政務活動記録表』をいづれも支出伝票に添付していない。 

「被災地世帯への支援に関する調査研究費」は、代表質問するために緊急対応で依頼し

ているが、特に調査や研究成果が分かることは質問されていない。 

他の５つの調査研究は一般質問項目として調査依頼しているにも関わらず、現在まで

の間に調査や研究成果が分かる内容は何一つ議会で質問をされていない。 

また、３月１０日の一般質問（資料２１）を秋田議員は当日欠席している。 

このように、政務活動に関連性のない事業者に対して成果の不透明な業務の依頼が繰

り返し行われていることから、秋田議員と合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏ代表の占い師が

以前から知人関係であり、他目的での私的流用を行なっているとのではないかと疑わざ

るを得ない。 

合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏのように調査研究および広報広聴の経験や実績のない事

業所への支出が認められるのであれば、業種、事業形態、実績など関係なく、例えば飲食

業者に調査を依頼しても支出が認められることから、政務活動費の使い方はルールがな

い無法地帯となる。 

よって、合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏに支払った調査研究費は、政務活動費の支出とし

て不適切なため、返還を求める。 

（３）結論 

以上、上記各支出は、政務活動費として支出できない又は按分が必要である支出であ

るため、返還を求めた請求に及んだ。 

３ 請求者 

請求者であるＮＰＯ法人国民の健康と生活を守る会の理事長金屋隼斗は、新型コロナ

感染拡大により生活困窮者となった方々へ、ボランティアで様々なサボートを提供して

いたところ、市民から一通のメールが届く。その内容は、「ＳＮＳで川崎市議会議員の政

務活動費の不正を疑う投稿がある。たくさんの市民がコロナウイルスで大変の状況の中、



本当に議員が不正行為をしていたら許せない。」等であった。 

私たちの団体は『自分だけが良ければいい！そんな人間になりたくない！』をスローガ

ンに掲げて地域活動をしていたため、団体の代表として看過することができなかった。 

そのため、多大な時間と労力を使い徹底調査したところ、秋田議員の政務活動費は不適

切な支出が多数存在したため、監査請求を起こすことを決意した。 

添付資料 

資料１ 秋田議員が人件費で支出した支出伝票および領収書 

資料２ 秋田議員が調査研究費として武中桂氏へ支出した支出伝票および領収書 

資料３ 秋田議員が広報・広聴費として武中桂氏へ支出した支出伝票 

資料４ 秋田議員が研修費および人件資として同行者へ支出した支出伝票 

資料５ 秋田議員が事務費として支出した支出伝票 

資料６ 秋田議員が事務所費として支出した支出伝票 

資料７ 秋田議員が広報・広聴費として合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏへ支出した支出伝票 

資料８ 秋田議員が調査研究費として合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏへ支出した支出伝票 

資料９ 秋田議員へ送った内容証明書 

資料１０ 秋田議員の１度しか更新されていないホームベージ 

資料１１ 秋田議員が政務活動費から全額支出した最上位機種パソコン 

資料１２ 秋田議員の政務活動事務所の外観等 

資料１３ 秋田議員が受け取り拒否をした一般書留郵便 

資料１４ 合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏの法人番号が指定された記録 

資料１５ 合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏの所在地の実体 

資料１６ 合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏのホームページ 

資料１７ 合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏの料金設定 

資料１８ 合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏに支出した市政報告相談費の支出伝票 

資料１９ 秋田議員へ成果物を求めたメールの内容 

資料２０ 合同会社Ｍｏｒｉ Ｌａｂｏに支出した緊急対応費が含まれた支出伝票 

資料２１ 秋田議員の一般質問の内容 



請求人の陳述録 

まず、秋田議員ですが、政務活動費が私たち市民の税金であることを十分理解できていないと考えて

います。現在、東京都議会議員の法令違反の説明責任を果たしていないことが世論では大変問題視され

ていますが、秋田議員には、自身の法令違反や様々な不適切な支出に関して、市民の皆様に説明をすべ

きだと思います。 

私が不適切だと主張する項目が８項目ありますので、早速、順に陳述いたします。 

まず、人件費の問題についてです。 

政務活動費の運用指針では、雇用に当たっては労働基準法を遵守しなければならないとなっています。

しかし、秋田議員の雇用契約は、令和元年７月から働いていたことになっている人件費も約９か月後の

令和２年３月３１日にまとめて一括で支払われているため、労働基準法第２４条第２項の「賃金は、毎

月１回以上、一定の期日を定めて支払わなければならない。」に違反しています。また、９か月後に払う

日給までは、令和２年３月３１日に勤務した人件費は当日払いをしているため、そもそも労働基準法第

１５条の賃金の締切り、支払いの時期に関する事項を明示することになっている労働条件の明示も違反

しているのではないでしょうか。 

また、政務活動費の運用指針には、被雇用者の職員雇用履歴台帳、源泉徴収票、賃金台帳、出金伝票、

社会保険関係書類を議員が保管することになっていますが、これらの提示を再三にわたり求めましたが、

秋田議員は応じないため、たとえこれらの書類を監査委員が求めて秋田議員が提示したとしても、もと

もと存在せず、新たに作成したものと捉えて監査していただきたい。 

秋田議員を除くほかの議員の人件費は、政務活動費の補助以外の業務を混合するとして、按分し、時

給単位で細かく支払い、勤怠表を添付し、毎月きちんと支出されていますが、秋田議員は按分せず、時

給でなく日給１万円の根拠は不明、勤怠表の添付がない。そして、労働基準法に違反して年１回の後払

いです。 

この件につきまして、私はこう推測しています。そもそも、９か月間の給料が未払いなのに働き続け

る人間がいるのでしょうか。これは、政務活動費の返還を免れるため、実際に行っていない人件費を年

度末の最終日である３月３１日にまとめて計上したとしか考えられません。また、秋田議員は、チラシ

の作成、配布やホームページ更新もほとんどなく、高額な事務所には看板が一切ないため、市民への対

応も一切なされていないので、一日中事務所で政務活動の補助だけをしていた被雇用者がいたとは常識

的に考えられない。現に、私がメールや手紙を送っても無反応です。 

以上のことから、秋田議員と被雇用者との雇用関係は、日給１万円で勤怠表の添付や按分をしない不

透明な会計処理であり、初勤務から約９か月に及ぶ期間も給料が支払われていない、労働基準法に違反

した雇用契約であります。よって、税金が元である政務活動費の使用には高い透明性と適正さが求めら

れますが、秋田議員は労働基準法に違反している不適切な雇用契約をしているため、人件費は不当であ

り不適切なため、返還を求めます。 

これが適切であると判断してしまえば、真面目に勤怠表をつけて按分している議員は、今後は勤怠表

もつけず、按分もせず、労働基準法を遵守しなくてもよいという前例をつくってしまい、法律を守らな

くてよい無法議会になってしまいますので、良識ある御判断をお願い申し上げます。 

次は、個人である友人に支出した調査研究費について。 

秋田議員が令和元年７月３０日に支出した調査研究費は、領収書に宛て名が記載されていません。政

務活動費の運用指針の３６ページには、領収書受理等の処理の主な注意点において、宛て名に交付対象

議員の議員名を記載することになっているが、こちらも守られていません。また、委託先は秋田議員の

友人であり、今回の支出と関連性がない職業をされており、川崎市に関する資料作成を専門家でない遠

方の友人に委託し、政務活動費から支出することは、私的流用であります。そもそも、調査研究の委託

先が法人でもなく、屋号のない個人です。公金での支出先としてふさわしくありません。万が一、こち

らが認められるのであれば、遠方に住む全く無関係な職種の飲食店や土木業の友人に調査研究を依頼し

て、政務活動費から支払うことも可能ということになります。運用指針を守らない友人個人に支払った

この調査研究費は不適切なため、返還を求めます。 

次、ホームページ管理費についてです。 

秋田議員は、当選前に作成した秋田めぐみと川崎の魅力を伝える会、こちらは政治団体登録してあり

ます。政治団体のホームページの管理費として２０１９年５月から２０２０年３月まで毎月１万円を政

務活動費の広報・広聴費として友人に支出しています。しかし、こちらのホームページは、２０１９年

５月から２０２０年３月の間は１度しか更新されておらず、政務活動及び市政に関する内容はありませ

別紙２ 



んでした。 

そして、ホームページ管理費の支出先は前件同様に遠方に住む秋田議員の友人個人であり、経歴や職

業を見る限り、ホームページ作成や管理に関する専門家ではないため、こちらも私的流用です。また、

こちらも人件費同様に２０２０年５月から管理していることになっていますが、１０か月後の２０２０

年１月３１日にまとめて一括で支出するなど、一般社会ではあり得ないずさんなホームページ管理の委

託契約を交わしていると考えられます。そもそも、１０か月間も委託費が未払いなのに委託を続ける事

業者がいるのでしょうか。そのため、政務活動費の返還を免れるためにまとめて計上したとしか考えら

れません。よって、政務活動費の支出として不適切なため、返還を求めます。 

また、令和元年度は不適切ながら３分の１を按分していますが、令和２年度はなぜか按分もせずに支

出しています。こちらは先日、追加で証拠書類を提出しましたが、こちらの収支報告書に記載されてい

るＵＲＬは、政治団体である秋田めぐみと川崎の魅力を伝える会のホームページのため、適切な按分を

する必要があります。 

ホームページの中身について、更新や投稿されるページは、議会発言及び市政情報の２つだけですが、

議会発言は２０２０年６月２３日の一般質問を最後に投稿されていません。また、市政情報は２０１９

年の市政報告を最後に投稿されていません。よって、２０２０年４月から２０２１年３月までの期間、

この政治団体のホームページを管理費として秋田議員の友人個人に毎月３万円を政務活動費から支払

っていますが、２０２０年６月２３日以後９か月間、更新または投稿されないホームページの一体何を

管理する必要があるのでしょうか。当然ながら不適切なため、全額返還もしくは令和２年度は按分して

の返還を求めます。 

次に、研修費及び人件費について。 

秋田議員は、２０２０年２月２２日に愛知県で行われたＳＤＧｓフォーラムの交流会に同行者をつけ、

同行者の交通費２万２，６００円及び人件費１万５，０００円の合計金額３万７，６００円を政務活動

費から支出しています。政務活動費の運用指針において、研修費の議員以外の参加者は、政務活動の補

助者は必要限度において支出可能とはなっていますが、この交流会において第三者が同行する必要性が

全くもって理解できません。なぜなら、この交流会のプログラムを見ると、開催時間は１時半から６時、

途中休憩３０分あり、たった４時間の交流会です。たとえ秋田議員に１人で講義を聞いて理解する能力

がない場合であっても、講義内容をボイスレコーダーで録音して、後日補助者に聞いてもらえばよいだ

けです。また、人件費として１万５，０００円を補助者に支払っていますが、時給換算すると時給３，

７５０円となるため、非常に高額であり、人件費１万５，０００円とした根拠も不透明であります。 

 また、同時期に関東ＥＳＤにおいても東京渋谷区ＳＤＧｓフォーラムが開催されているため、同行

者を引き連れて愛知県まで行くのは、観光目的の私的流用と疑いざるを得ない。よって、政務活動費の

支出として不適切なため、返還を求めます。 

次に、事務費についてです。 

秋田議員以外のパソコン購入代を調べると、政務活動以外の使途も予測して２分の１から３分の１の

按分がされていますが、秋田議員は按分をされていません。デスクトップでないノートパソコンまたは

ラベルライターは控室用として政務活動費から全額支払っていますが、両方とも持ち運び可能で、政務

活動以外に使うことが十分可能であるため、政務活動以外では使わない明確な区分けが不能の場合は按

分すべきではないでしょうか。 

また、秋田議員が政務活動費で購入したノートパソコンは最上位機種ですが、政務活動のみで使用す

るパソコンを最上位機種にする必要性は全く理解できません。よって、これらは按分が必要であるため、

ノートパソコン及びラベルライターの５０％按分した差額の返還を求めます。 

次に、高額過ぎる実態不明の事務所費について。 

秋田議員が政務活動費から支出している事務所費は、ほかの議員の事務所費と比較しますと２から４

倍の高額な賃料です。「最少の経費で最大の効果を挙げる」、地方自治法第２条１４項とは真逆な最大な

経費を費やした事務所であります。また、川崎市議会の政務活動費の運用指針において、事務所の賃貸

料は、事務所としての形態を備えているものに限る。事務所としての実体については、使用実績・看板・

表札等の外形、常勤事務員の有無、備品の内容などを総合的に考慮して判断すると定められていること

から、政務活動費から事務所費として支出できる事務所の形態は、市民が外観等を見て政務活動事務所

として分かる事務所であることが大前提であります。しかし、秋田議員の政務活動事務所は、入居から

１年半以上も経過しているのに、外観及び郵便ポストに何一つとして事務所であると分かる表札及び看

板等がないどころか、事務所入り口及び側面には意味不明なＣｉｆｅｒと大きく書かれた看板があり、

市民の誰もが政務活動事務所であると認識ができない。 



こちらの高額な事務所には配達証明書つきの郵便物を送付しましたが、市民からの郵便物を受け取る

ことさえもしない事務所であることも判明しています。 

そして、この高額の事務所の外観はパルテノン神殿のような外観で、外からは中が見えないような大

きな紫色のカーテンとパーティションで目隠しをしており、床は大理石のため、見た目は政務活動事務

所というよりも占いの館もしくは美容室です。 

また、この高額な事務所から徒歩１０分の川崎市議会には秋田議員専用の控室がありますが、これま

で秋田議員が政務活動費の事務費から支出している中から高額な事務所用と議会控室用の２つに分け

ているので、これらをまとめてみました。まず、高額事務所用として購入されたものは、セパレートソ

ファー、ＤＶＤプレイヤー内蔵つきの小型ホームシアターと明記されたプロジェクターのみです。一方

で、議会控室用として購入したのは、ノートパソコン、ラベルライター、インクジェット複合機、シュ

レッダー、４段木製ラックで、これらを控室にて政務活動に使用と支出伝票に明記されています。これ

ら高額事務所用と控室用にそれぞれ購入した備品を客観的に見ると、ソファーとホームシアタープロジ

ェクターを常備している高額事務所にも、ノートパソコン、ラベルライター、インクジェット複合機、

シュレッダー、４段木製ラックを常備している議会控室が秋田議員の政務活動事務所の役割をしている

と考えられます。 

そのため、市民に所在地を明かさない高額事務所の存在価値が疑問であります。なぜなら、政務活動

で主に使われているのはノートパソコンやラベルライターですが、こちらは先ほど事務費についても申

し上げたように、議員控室専用として按分せずに全額政務活動費から支払っているので、議員控室以外

では原則使用しないことになっているはずです。そして、高額な事務所にはセパレートソファーとホー

ムシアタープロジェクターしか政務活動費から購入していないため、この事務所は別の用途で使用され

ている事務所ではないでしょうか。 

また、政務活動費の運用指針によれば、事務所としての形態を備えていない場合は、事務所の賃貸料

を政務活動費から支出することは認められないと定めているため、こちらの事務所料の返還を求めます。 

最後に、占い師に支出した問題についてです。 

秋田議員が多額な政務活動費を支払っているＭｏｒｉ Ｌａｂｏのホームページの中身を私は添付

資料としてたくさん添付していますが、ＵＲＬも記載しているので見ていただけているかと思いますが、

秋田議員はＭｏｒｉ Ｌａｂｏが設立してたった数週間後から多額な政務活動費をこちらに支払って

います。不信に感じ、２０２０年７月３日に所在地を訪問しましたが、所在地にはＭｏｒｉ Ｌａｂｏ

と分かる表札及び看板等は何一つありません。 

ホームページといえば事業の顔ですが、そこには占いに関することしか記載されておらず、料金設定

は、対面セッション占い１時間６万円、電話セッション占い１０分１万円、メールセッション占い５分

5,000 円の３つの高額な占い料金のみです。そして、このＭｏｒｉ Ｌａｂｏへの支出伝票は、令和元

年度と２年度を合わせて全部で１９枚ありますが、全てが占い設定金額の最小単位と合致しているため、

どう考えても占い以外に使ったと考えるのには無理があります。さらに、事業者代表の肩書は占い師、

そしてパーソナルコンサルタントですが、パーソナルコンサルタントは、心の悩み相談に使われる用語

です。調査研究費として１４種類の様々な問題の調査研究依頼をしていますが、この事業者が全ての問

題や課題に精通している人物であり、データ解析、関係法案の整理、専門的知見を提供できるとは考え

られません。 

そして、細かな話をさせていただきますが、２０１９年１２月１６日の被災世帯への支援に関する調

査研究費は、備考欄に「代表質疑の日時が直近のため緊急対応」と記載してあり、緊急で対応しただけ

で１０万円も支払っていますが、一般社会では、下請会社にこの資料は締切りが迫っているから急ぎで

やってくださいと催促しても、お得意様の顧客に対して「分かりました、急ぎで上げます」が通常かと

思いますが、秋田議員の場合は、急ぎであるから１０万円を徴収する。こんな下請会社は一般社会では

私は考えられません。 

これらの調査研究費において成果物が存在しないことも大変問題だと思いますので、成果物を全て公

開または提示していただきたい。 

秋田議員は 14 種類の調査研究費を高額で支出しているにもかかわらず、支出内容を明確にするため

必要とされている政務活動記録票をいずれも支出伝票に添付していません。調査研究費だけで２年間で

合計約 533 万円支払っていますが、これら全ての調査した結果の資料を提示してほしいです。こちらは

１枚 1,000 円ほどで計算すると 5,330 枚ほどの調査資料となるかもしれませんが、全て提示してほしい

です。中には、１つの調査研究費で６６万円と高額な金額を支払っているのもありますが、これだけの

金額を支払い、数ページほどの調査した資料では、当然納得ができません。 



また、令和２年度では、秋田議員以外に一般質問の内容について政策支援を青木議員も委託していま

したが、青木議員が委託する会社は事業概要に政策支援やシンクタンクを記載しており、弁護士をはじ

め各分野の施策立案や調査の経験豊富な専門的メンバーが多数在籍している会社であることがホーム

ページから見て分かります。一方、秋田議員が委託するＭｏｒｉ Ｌａｂｏは、ホームページを見ても

占いに関する内容が記載されているのみで、代表者の肩書も占い師であります。そして、両者が委託し

た金額を比較しても、秋田議員は高額過ぎます。青木議員は、複数の調査を政策支援の専門の会社に依

頼して６万円。秋田議員は、１つの調査を政策支援の専門外の会社に依頼して６６万円の１１倍です。 

以上ことから、調査研究費としてＭｏｒｉ Ｌａｂｏを選定した経緯、委託内容、金額に不当性があ

り、政務活動費に求められる透明性、適正性に反するため、返還を強く求めます。 

また、広報・広聴費として合計金額１１０万円をＭｏｒｉ Ｌａｂｏへ支出していますが、通常の印

刷事業者であれば１つの請求書に入れる項目であるのに、５つの請求書に分けていることもとても不可

解です。そして、市政報告相談費として２２万円も支払っていますが、アドバイスをもらっただけで大

卒初任給の平均月給を上回る料金を支払うことには理解ができません。 

こちら備考欄に市政報告の作成の相談やアドバイス、市政報告作成の注意点、市政報告実例紹介及び

アドバイスなど、わけの分からないことに２２万円払っていますが、なぜ現職の川崎市議会議員が遠方

に住む議員経験のない占い師の方に市政報告に関するアドバイスをもらう必要があるんですか。また、

なぜ川崎市に住む現職議員が川崎市に住んでいない議員経験のない一般の人に川崎市の市政報告に関

するアドバイスをもらい、税金が元手である政務活動費から支払う必要があるんですか。はっきり言っ

て、めちゃくちゃ私には理解ができません。こちらも議会事務局に相談すれば無料ではないでしょうか。 

そして、相談費、原稿費、構成費、デザイン費、修正費があるのに印刷費の項目がないことや、成果

物のチラシを見た人がいないことも不可解に感じたため、秋田議員へ２０２０年７月３１日にメールで、

２０２１年５月２１日に内容証明書にて、いずれも成果物であるチラシなどの印刷物の提示を求めまし

たが、拒否されています。 

また、監査委員から提示を求めて秋田議員が提出した場合であっても、市民に対して再三にわたり提

示しなかったことから、急遽作成した可能性が考えられます。この辺も考慮して監査していただきたい。 

最後によろしいですか。この件につきましては、私以外にもたくさんの市民の方々も情報共有してい

ますが、全員が公金である政務活動費の支出として不適切な支出であり、占いに使った以外は考えられ

ないと発しています。かわさき市民オンブズマンの方々も同様に考えているので監査請求が２枚出され

ている事態になっていることも十分御理解ください。 

私はこの１年間、多大な労力、時間、お金を費やして監査請求をしました。公平公正な監査をお願い

申し上げます。 

以上でございます。 



政務活動費に係る法令等（本件措置請求に関連する部分のみ） 

１ 地方自治法（昭和 22年法律第 67 号） 

  第 100 条 

  １～13 略 

14 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究その他の活動に

資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交付

することができる。この場合において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに

当該政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。 

15 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政務活動

費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。 

  16 議長は、第 14 項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努めるものとする。 

  17～20 略 

２ 川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例（平成 13 年川崎市条例第 11号） 

   （趣旨） 

  第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 100 条第 14 項から第 16 項までの規 

定に基づき、川崎市議会議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、議 

会における会派及び議員に対し、政務活動費を交付することに関し必要な事項を定めるものとす 

る。 

   （会派及び議員の責務） 

  第２条 会派（所属議員が１人である場合を含む。以下同じ。）及び議員は、政務活動費の交付が、 

   市政に関する会派及び議員の調査研究その他の活動を充実し、議会の活性化に資することを目的 

としていることを認識し、政務活動費を適正に使用しなければならない。 

   （交付の対象及び額） 

  第３条 政務活動費は、議長に結成の届出があった会派及び当該会派の議員（次項の規定により

50,000 円の額を選択した会派に所属する議員に限る。以下「交付対象議員」という。）に対して

交付する。 

  ２ 会派に対する政務活動費の月額は、450,000 円又は 50,000 円のうちから各会派が選択した額に

当該会派の所属議員数を乗じて得た額とする。 

  ３ 交付対象議員に対する政務活動費の月額は、400,000 円とする。 

  ４ 第２項の規定により会派が選択した額は、当該選択した額に係る年度交付分については、変更

することができない。 

   （交付の方法） 

  第４条 政務活動費は、規則で定める政務活動費の交付日（以下「交付日」という。）における会派

及び交付対象議員に対して交付するものとする。 

  ２ 前条第２項の所属議員数は、交付日における各会派の所属議員数とする。 

  ３ 各会派の所属議員数の算定については、同一議員につき重複して行うことができない。 

  ４ 交付日において次の各号のいずれかの事由が生じたときは、当該交付日の属する月分の政務活

動費については、当該事由が生じなかったものとみなす。 

   (1) 議員の任期満了 

   (2) 議会の解散 

   (3) 議員の辞職、失職、死亡又は除名 

   (4) 議員の所属会派からの脱会又は除名 

   (5) 会派の解散 

   (6) 議員の会派への加入 

  ５ 新たに会派を結成し、又は新たに交付対象議員となり、次条第１項の規定による申請があった

場合で、当該申請のあった日が、その日の属する月の交付日前であるときは当該月分の政務活動

費から、当該交付日以後であるときは当該月の翌月分の政務活動費から交付する。 

  ６ 一般選挙が行われたため、新たに会派を結成し、又は新たに交付対象議員となり、次条第１項

の規定による申請があった場合は、前項の規定にかかわらず、当該申請のあった日の属する月分

の政務活動費から交付する。ただし、当該月分として、既に政務活動費が交付されている場合は、

別紙３ 



この限りでない。 

   （交付の申請及び決定） 

  第５条 会派の代表者（所属議員が１人である場合にあっては、当該議員をいう。以下同じ。）及び

交付対象議員は、その年度における政務活動費の交付を受けようとするときは、規則で定めると

ころにより、議長を経由して、市長に申請しなければならない。 

  ２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請の内容を審査し、交付の決定

をしたときは、規則で定めるところにより、速やかに議長を経由して、その旨を当該会派の代表

者又は当該交付対象議員に通知しなければならない。 

   （変更の届出） 

  第６条 会派の代表者及び交付対象議員は、前条第１項の規定により申請した事項について変更が

あったときは、規則で定めるところにより、速やかに議長を経由して、その旨を市長に届け出な

ければならない。 

   （増額の申請及び決定） 

  第７条 前条の場合において、会派の所属議員の数の増加に伴い、政務活動費の増額の交付を受け

ようとするときは、当該会派の代表者は規則で定めるところにより、議長を経由して、市長に申

請しなければならない。 

  ２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請の内容を審査し、交付の決定

をしたときは、規則で定めるところにより、速やかに議長を経由して、その旨を当該会派の代表

者に通知しなければならない。 

   （減額等の決定及び通知） 

  第８条 市長は、第４条第４項第１号、第２号若しくは第５号に該当する事由が生じたとき、又は

第６条の規定による届出があった場合において、当該届出に係る変更が第４条第４項第３号若し

くは第４号のいずれかに該当するときは、政務活動費の交付額を減額し、又は交付しないことと

することができる。この場合において、所属議員が１人である会派の当該所属議員が同項第３号

に該当したときは、同項第５号に該当するものとみなす。 

  ２ 市長は、前項の規定により政務活動費の交付額を減額し、又は交付しないことを決定したとき

は、規則で定めるところにより、速やかに議長を経由して、当該会派の代表者又は当該交付対象

議員に通知しなければならない。ただし、第４条第４項第１号、第２号又は第５号に該当する場

合で、交付しないこととしたときは、この限りでない。 

   （経理責任者の設置等） 

  第９条 政務活動費の交付を受けている会派は、政務活動費に関する経理を的確に処理するため、

所属議員の中から経理責任者１人を置かなければならない。ただし、所属議員が１人である場合

は、当該議員がその職務を行うものとする。 

  ２ 交付対象議員は、交付を受けた政務活動費の経理を的確に処理しなければならない。 

   （政務活動費を充てることができる経費の範囲） 

  第 10 条 政務活動費は、会派及び交付対象議員が行う政務活動（調査研究、研修、広報、広聴（市

民相談を含む。）、要請、陳情、各種会議の開催、各種会議への参加等市政の課題及び市民の意思

を把握し、その内容を市政に反映させる活動その他の住民の福祉の増進を図るために必要な活動

をいう。次項において同じ。）に資するため必要な経費に対して交付する。 

  ２ 政務活動費は、別表に定める政務活動に資するため必要な経費に充てることができるものとす

る。 

   （収入及び支出の報告等） 

  第 11 条 会派の代表者及び交付対象議員は、規則で定めるところにより、前年度の交付に係る政

務活動費の収入及び支出についての報告書（以下「収支報告書」という。）を作成し、毎年４月 30

日までに議長に提出しなければならない。 

  ２ 前項の規定により収支報告書を提出する場合においては、支出に係る領収書その他の支出を証

明する書類（以下「領収書等」という。）の写しを添えて、提出しなければならない。 

  ３ 議長は、前２項の規定による収支報告書及び領収書等の写し（以下「収支報告書等」という。）

の提出があったときは、速やかにその写しを市長に提出しなければならない。 

   （剰余金の返還） 

  第 12 条 会派の代表者及び交付対象議員は、交付された政務活動費に剰余金が生じたときは、規

則で定めるところにより、市長に返還しなければならない。 



   （交付の決定の取消し） 

  第 13 条 市長は、会派又は交付対象議員における政務活動費の支出がこの条例及びこの条例に基

づく規則の定めに違反したものであると認めたときは、当該交付の決定の全部又は一部を取り消

し、規則で定めるところにより、その旨を会派の代表者又は交付対象議員に通知するものとする。 

   （政務活動費の返還命令） 

  第 14条 市長は前条の規定により、政務活動費の交付の決定の全部又は一部を取り消したときは、

規則で定めるところにより、会派の代表者又は交付対象議員に期限を定めて、既に交付した政務

活動費の全部又は一部を返還するよう命ずるものとする。 

   （収支報告書等の閲覧等） 

  第 15 条 議長は、第 11条第１項及び第２項の規定により収支報告書等が提出されたときは、規則

で定めるところにより、不開示情報（川崎市情報公開条例（平成 13年川崎市条例第１号）第８条

に規定する不開示情報をいう。）が記録されている部分を除き、当該収支報告書等を一般の閲覧

に供しなければならない。この場合において、当該収支報告書等の写しの請求があったときは、

その写しを交付しなければならない。 

  ２ 前項の規定による収支報告書等の閲覧に係る手数料は、無料とする。 

  ３ 第１項の規定による収支報告書等の写しの交付を行う場合における当該写しの作成及び送付

に要する費用は、その写しを請求する者の負担とする。 

  ４ 第１項の規定により収支報告書等を閲覧し、又はその写しの交付を受けた者は、それによって

得た情報を適正に用いなければならない。 

   （準用） 

  第 16 条 第 11 条から前条までの規定は、政務活動費の交付を受けている会派が解散し、所属議員

が１人である会派の当該所属議員が辞職し、失職し、死亡し、若しくは除名され、議会が解散し、

議員の任期が満了し、又は交付対象議員でなくなった場合について準用する。この場合において、

第 11条第１項中「代表者」とあるのは「代表者であった者（所属議員が１人である会派の当該所

属議員が死亡した場合にあっては、その相続人その他の一般承継人）」と、「交付対象議員」とあ

るのは「交付対象議員であった者（交付対象議員が死亡した場合にあっては、その相続人その他

の一般承継人）」と、「前年度」とあるのは「会派が解散し、所属議員が１人である会派の当該所

属議員が辞職し、失職し、死亡し、若しくは除名され、議会が解散し、議員の任期が満了し、又

は交付対象議員でなくなった年度」と、「毎年４月 30日までに」とあるのは「速やかに」と、第

12 条、第 13条及び第 14条の規定中「代表者」とあるのは「代表者であった者（所属議員が１人

である会派の当該所属議員が死亡した場合にあっては、その相続人その他の一般承継人）」と、

「交付対象議員」とあるのは「交付対象議員であった者（交付対象議員が死亡した場合にあって

は、その相続人その他の一般承継人）」と読み替えるものとする。 

   （委任） 

  第 17 条 この条例に定めるもののほか、この条例の実施のため必要な事項は、規則で定める。 

     附 則 

  この条例は、平成 13年 4月 1 日から施行する。 

     附 則 略 

  別表（第 10 条関係） 

経費の区分 
支出できる経費 

内容 種類 

１ 調査研究費 会派又は交付対象議員が市の

事務、地方行財政等に関して調

査研究をするのに要する経費 

会場借上料、委託料、講師謝礼、

食糧費、印刷製本費、消耗品費、資

料購入費、旅費、バス等借上料、出

席負担金等 

２ 研修費 会派又は交付対象議員が研修

会を開催し、又は他の団体等が

開催する研修会に参加するのに

要する経費 

会場借上料、委託料、講師謝礼、

食糧費、印刷製本費、消耗品費、資

料購入費、旅費、出席負担金等 

３ 広報・広聴費 会派又は交付対象議員がその

活動若しくは市政について市民

会場借上料、印刷製本費、ホーム

ページ等製作費、食糧費、送料、旅



に広報し、又は市民の要望、意見

等の聴取若しくは市民相談を行

うのに要する経費 

費等 

４ 要請・陳情活動費 会派又は交付対象議員が国等

に対する要請又は陳情の活動を

行うのに要する経費 

印刷製本費、旅費等 

５ 会議費 会派又は交付対象議員が各種

会議を開催し、又は他の団体等

が開催する意見交換会等各種会

議に参加するのに要する経費 

会場借上料、委託料、食糧費、印

刷製本費、消耗品費、資料購入費、

旅費、出席負担金等 

６ 資料費 会派又は交付対象議員がその

活動に必要とする資料を購入

し、若しくは利用し、又は作成す

るのに要する経費 

印刷製本費、委託料、図書雑誌購

入費、新聞購読料、データベース利

用料等 

７ 人件費 会派又は交付対象議員がその

活動の補助者を雇用するのに要

する経費 

報酬・日当、交通費、社会保険料

等 

８ 事務費 会派又は交付対象議員がその

活動に係る事務を処理するのに

要する経費 

消耗品費、事務機器・備品等賃借

料、事務機器・備品等購入費、電話

料、送料等 

９ 事務所費 会派又は交付対象議員がその

活動に必要な事務所の設置及び

管理に要する経費 

事務所賃借料、維持管理費等 

３ 川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例施行規則（平成 13 年川崎市規則第 16号） 

   （趣旨） 

  第１条 この規則は、川崎市議会の政務活動費の交付等に関する条例（平成 13 年川崎市条例第 11

号。以下「条例」という。）の実施のため必要な事項を定めるものとする。 

   （用語） 

  第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

   （交付日） 

  第３条 条例第４条第１項の規則で定める交付日は毎月 10日とする。ただし、その日が川崎市の 

   休日を定める条例（平成元年川崎市条例第 16 号）第１条第１項に掲げる市の休日（以下「休日」

という。）に当たるときは、休日の前日を交付日とする。 

  ２ 条例第４条第６項（ただし書を除く。）の規定により政務活動費を交付する場合にあっては、前

項の規定にかかわらず、市長が指定する日を交付日とする。 

   （政務活動費交付申請書及び政務活動費交付決定通知書） 

  第４条 条例第５条第１項の規定による申請は、政務活動費交付申請書（会派用）（第１号様式）又

は政務活動費交付申請書（交付対象議員用）（第１号様式の２）によるものとする。 

  ２ 条例第５条第２項の規定による通知は、政務活動費交付決定通知書（第２号様式）によるもの

とする。 

   （政務活動費交付申請事項変更届） 

  第５条 条例第６条の規定による届出は、政務活動費交付申請事項変更届（会派用）（第３号様式）

又は政務活動費交付申請事項変更届（交付対象議員用）（第３号様式の２）によるものとする。 

   （政務活動費増額交付申請書及び政務活動費増額交付決定通知書） 

  第６条 条例第７条第１項の規定による申請は、政務活動費増額交付申請書（第４号様式）による

ものとする。 

  ２ 条例第７条第２項の規定による通知は、政務活動費増額交付決定通知書（第５号様式）による

ものとする。 

   （政務活動費減額等決定通知書） 

  第７条 条例第８条第２項の規定による通知は、政務活動費減額等決定通知書（第６号様式）によ 



   るものとする。 

   （請求書の提出） 

  第８条 会派の代表者及び交付対象議員は、毎月、当該月分の政務活動費について、川崎市金銭会 

計規則（昭和 39 年川崎市規則第 31号。以下「金銭会計規則」という。）第 82 条の規定により請 

求書を提出しなければならない。 

   （支出の手続及び書類の保存期間） 

  第９条 条例第 10 条に規定する経費の支出は、会派にあっては会派の代表者の決定を経て経理責 

任者が処理し、交付対象議員にあっては当該交付対象議員が処理するものとする。 

  ２ 経理責任者及び交付対象議員は、経費を支出したときは、領収書その他の支出を確認する書類 

（以下「支出確認書類」という。）を徴しなければならない。この場合において、支出確認書類を 

徴することができないときは、会派にあっては会派の代表者、交付対象議員にあっては当該交付 

対象議員が作成する支払証明書（以下「支払証明書」という。）をもってこれに代えることができ 

る。 

  ３ 経理責任者及び交付対象議員は、毎年度、会計帳簿を調製し、前項に規定する支出確認書類及

び支払証明書を整理した上、これらを収支報告書を提出した日の属する年度の翌年度の４月１日

から起算して５年を経過する日まで保存しなければならない。 

   （政務活動費収支報告書） 

  第 10 条 条例第 11 条第１項の規定による収支報告書の提出は、政務活動費収支報告書（会派用） 

   （第７号様式）又は政務活動費収支報告書（交付対象議員用）（第７号様式の２）によるものとす 

る。 

   （剰余金の返還） 

  第 11 条 条例第 12 条の規定による剰余金の返還は、市長の発行する納付書により、速やかに行う 

   ものとする。 

   （交付の決定の取消通知） 

  第 12 条 条例第 13 条の規定により政務活動費の交付の決定の全部又は一部を取り消したときは、

取消しの内容及び理由を記載した書面により通知するものとする。 

   （返還命令） 

  第 13 条 条例第 14 条の規定による返還命令は、返還の期限その他必要な事項を記載した書面によ

り行うものとする。 

  ２ 条例第 14 条の規定による政務活動費の返還は、金銭会計規則第 52 条又は第 60 条の規定によ

り行うものとする。 

   （収支報告書等の閲覧等） 

  第 14 条 条例第 15 条第１項の規定による収支報告書等の閲覧は、政務活動費の交付を受けた日の

属する年度の翌年度の６月 30日から、議会局において休日を除く日の午前８時 30 分から午後５

時まで行うものとする。 

  ２ 前項の収支報告書等を閲覧する者は、当該収支報告書等を汚損し、又は破損することがないよ

うにしなければならない。 

  ３ 条例第 15 条第３項に規定する収支報告書等の写しの作成及び送付に要する費用は、前納とす

る。 

   （準用） 

  第 15 条 第９条第３項及び第 10 条から前条までの規定は、政務活動費の交付を受けている会派が

解散し、所属議員が１人である会派の当該所属議員が辞職し、失職し、死亡し、若しくは除名さ

れ、議会が解散し、議員の任期が満了し、又は交付対象議員でなくなった場合について準用する。

この場合において、第９条第３項中「経理責任者」とあるのは「経理責任者であった者（所属議

員が１人である会派の当該所属議員が死亡した場合にあっては、その相続人その他の一般承継

人）」と、「交付対象議員」とあるのは「交付対象議員であった者（交付対象議員が死亡した場合

にあっては、その相続人その他の一般承継人）」と読み替えるものとする。 

     附 則 

   この規則は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 

     附 則 略 


